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我が国の国際宇宙探査対応方針取り纏めの経緯（ISS・国際宇宙探査小委）
文部科学省 ISS・国際宇宙探査小委員会中間とりまとめ（2014年7月）

文部科学省 ISS・国際宇宙探査小委員会第2次とりまとめ （2015年7月）～宇宙探査新時代の幕開けと我が国の挑戦～

文部科学省 ISS・国際宇宙探査小委員会国際宇宙探査の在り方（2017年12月）～新たな国際協調体制に向けて～

文部科学省 ISS・国際宇宙探査小委員会中間まとめ（2018年11月）～国際宇宙探査への参画の具体化に向けて～

文部科学省 ISS・国際宇宙探査小委員会とりまとめ（2019年8月）～国際宇宙探査への参画に向けて～

 2018年3月に日本が主催する第2回国際宇宙探査フォーラム（ISEF2）に向けて、日本としての国際宇宙探査に対する考え方をまとめたもの。⇒ ISEF2の共同声明や東京原則に内容を反映。
 重点化技術（深宇宙補給技術、有人宇宙滞在技術、重力天体離着陸技術、重力天体探査技術）の早期実証にJAXA中心に取り組む。⇒ 2017年度以降の宇宙基本計画・工程表に4つの重点技術を反映。

 2014年1月に開催された第1回国際宇宙探査フォーラム（ISEF）で共有された認識を踏まえ、国際宇宙探査に参画する意義を整理。
 将来の有人宇宙探査で必要となる技術のうち、有人⾧期滞在技術はISSを最大限に活用し、共通基盤技術の開発・実証を行うため、我が国として強みを有する分野を軸とした無人月面探査計画の策定を提唱。
 ISSから月・火星へのステップ・バイ・ステップ・アプローチを提唱。
 重点化技術として、重力天体着陸技術、重力天体探査技術、深宇宙補給技術、及び有人宇宙滞在技術を特定。

 2018年3月のISEF2実施結果も踏まえ、参画の具体化を整理。
 深宇宙での活動を支える恒久的な技術基盤の確立や拠点・インフラの構築・確保に向けた研究・開発を通じて、月での 持続的な活動に向けた技術的な見通しを得ていくこと、及び米国が構想するGatewayの構築・運用に欠かせない重要な役割を担うなど 存在感を持って参画。

 米国が構想する月周回有人拠点いわゆるGatewayを含む国際協力による月探査計画への早期の参画表明が必要との結論に達す。
 本とりまとめ内容を同年8月の宇宙開発利用部会にて報告。⇒ 同年10月の宇宙政策委員会の見解取り纏めを経て、宇宙開発戦略本部にて政府として国際宇宙探査への「参画方針」を決定。

関係府省の協議等を踏まえ、日米オープン・プラットフォーム・パートナーシップ・プログラム(US/JP OP3)の枠組みを合意、2024年までのISS参画延⾧を決定（2015年12月）

■2015年4月 日米首脳会議共同声明“ISSの継続運用の重要性”

■2018年7月 日米宇宙包括対話“米政府はGatewayへの日本参画を要請”

■2019年3月 米国国家宇宙会議“米国は2024年月面着陸を目指す”

■2018年2月 米国2019年度予算教書“Gateway構想を表明”

■2014年2月 ISS・国際宇宙探査小委設立
再掲
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文部科学省 ISS・国際宇宙探査小委員会

第2次とりまとめ （2015年7月） ～宇宙探査新時代の幕開けと我が国の挑戦～

文部科学省 ISS・国際宇宙探査小委員会

第2次とりまとめ （2015年7月） ～宇宙探査新時代の幕開けと我が国の挑戦～
再掲
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2030年代 2020年代 現在 実績

有人宇宙

滞在技術

重力天体表

面探査技術

重力天体

着陸技術

深宇宙

補給技術

大型有人ローバ(42日間)

月・火星本格探査

有人拠点

有人周回拠点

有人ローバ

有人離着陸船

無人補給船

有人ロケット

有人宇宙船

無人探査機(含SR)

目標

米・ロ

の能力

を利用

着陸船（10t級）

Gateway(初期型)

HTV-X補給ミッション

MMX

SLIM（500kg級）

はやぶさ２

民生技術

きぼう

こうのとり

はやぶさ

ECLSS（部分再生）
深宇宙放射線防護

ECLSS（完全再生）

Gateway(長期)

月面対応

1/6G、真空等
極域探査ローバ（中型）

大型長距離化

有人化

高信頼性化

大型化

大型化

低重力対応

大型化

サンプルリターン

有人着陸船（40t級）

大型化

有人化

ドッキング

機能追加

深宇宙対応

火星周回ランデブ

HTV-X

（参考）月・火星本格探査を支える技術のバックキャスト（イメージ）（参考）月・火星本格探査を支える技術のバックキャスト（イメージ） 再掲
令和元年8月27日

第50回宇宙開発利用部会

資料50-3-2（抜粋）
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月

面

探

査

活

動

に

関

す

る

協

力

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

米国計画上の主要マイルストーン 2024年有人月面着陸
2020年代後半持続的な月面探査本格化

与圧ローバーの開発に向けた技術実証

国際居住棟（I-HAB）
ﾊﾞｯﾃﾘｰ等の機器の提供

③着陸地点の選定等に資する月面の各種データや技術の共有

ミニ居住棟(HALO)
①Gateway居住棟への我が国が強みを有する技術・機器の提供

月極域

移動探査

ﾋﾟﾝﾎﾟｲﾝﾄ

着陸

環境制御・生命維持機器の提供
注）ミニ居住棟についてはNASAと米国の入札企業との調整状況や、米国の全体計画を踏まえながら調整

④月面探査を支える移動手段(与圧ローバ)に関する開発研究

日本人宇宙飛行士Gateway滞在 日本人宇宙飛行士Gateway滞在・月面着陸

注)点線囲みの取組については、今後詳細について調整

2020年代中頃Gateway本格運用開始

Gateway

に

関

す

る

協

力

HTV-X1,2号機によるISS補給後を活用した技術実証
地球高軌道での

ドッキング

②HTV-X／H3ロケットによるGatewayへの物資・燃料補給(2026年以降）

今後調整 4

(参考)月周回有人拠点(Gateway)を含む月探査における協力取組方針イメージ
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国際宇宙探査に関する基本的な考え方（これまでの議論を踏まえた総括）国際宇宙探査に関する基本的な考え方（これまでの議論を踏まえた総括）

 我が国の国際宇宙探査に関する取組は、フロンティアの拡大に向けて、費用対効果の観点からも可能な限り国際協力の枠組みに

参加しつつ、また、特に学術的立場で行われる無人探査計画と最大限に有効な相互乗り入れを図りつつ、ＩＳＳ・地球低軌道から月

、火星へのステップ・バイ・ステップアプローチを基本として進める。

 この際、ISS・きぼうの開発・運用及び「はやぶさ」をはじめとする科学探査で得られた技術・人材を最大限活用し、優位性のある技

術及び波及効果が見込まれる技術の蓄積・獲得のため、以下の４つの重点化技術を特定し、ＪＡＸＡを中心に早期実証に取り組

む。

■深宇宙補給技術： 例：HTV-Xによる補給ミッション、MMX（火星衛星サンプルリターン）

■有人宇宙滞在技術： 例：探査のテストベッドとしてのISSや国際協力ミッションの活用

■重力天体離着陸技術： 例：SLIM（月高精度着陸）

■重力天体探査技術： 例：LUPEX（日印協力による月極域探査）

基本的な考え方

アルテミス計画への参画

 米国主導の国際宇宙探査計画（アルテミス計画）に対しては、外交・安全保障、国際競争力・国際的プレゼンス、非宇宙分野も

含む広範な産業の拡大に加え、火星など更なる深宇宙探査に当たって、ロジスティクス・補給拠点、重点化技術の獲得・実証

及び観測・知見の創出の場としての意義があることから、これに参画し、戦略的・効率的に進めて行く。

科学探査との相補的な連携

 宇宙科学探査を通じて得られる知見や技術が国際宇宙探査において効果的・戦略的に活用されるようにすることが重要。

 また、国際宇宙探査の取組が、宇宙科学探査において、科学的な知見や成果創出の場として有効活用されることが重要。

⇒“探査は科学を可能とし、科学は探査を可能とする”（ＩＳＥＦ２ 東京原則より抜粋）

非宇宙産業を含む民間企業の参画促進

 官民共同開発を通じた民間の取組の活性化、高度な特殊技術を有する中小企業の活性化、民間主体の取組に対するべンチャー

ファンド等の政府予算以外の資金の活用など、非宇宙産業を含む民間活力も取り入れ、新しい発想やマネジメントによって宇宙探査

を充実させ、新たな産業創出や社会基盤の充実につながるような好循環を模索する。

 特に、重力天体の一つである月を目指す場合、月資源から生成される材料を用いた現地での物品製造など、種々の新たな技術が

必要、異分野産業との融合によるイノベーションの創出やベンチャーをはじめとする新規事業者の参入、新たな産業の創出が期待さ

れる。
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